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［要旨］本研究では、日本全国の河川流域を対象とした高潮・洪水氾濫リスクを予測し、適応策

を検討すること、および日本を含めたアジア太平洋域における高潮氾濫リスクを予測することを

主な目的とした。洪水氾濫浸水予測では、気候変動による洪水氾濫リスクの変化を予測すること

を目的とし、将来流量および将来の氾濫域の推定方法を示し、全国の主要河川に対して適用した。

その結果、2100年頃にはほぼ全国の河川下流域で降水量が増加することが分かった。また、応答

関数法を用いた洪水流量の予測でも洪水リスクの増加が認められた。しかし一方で、氾濫域面積

で見ると増加量は河川によって大きく異なり、流量の増加が直接氾濫域の増加には結びつかず、

河川流域の地形の違いの影響が大きいことがわかった。さらに、遊水地を設置することである程

度の氾濫面積や浸水深を低減させることができたが、その効果は流域の地形に大きく影響を受け

ることが分かった。また、河川氾濫による経済損失評価に関しては、農地の浸水に基づく直接的

な経済被害を算定したのち、産業連関分析手法により地域間や産業間の交易関係を考慮した間接

被害の推計を行った。分析の結果、浸水による経済的被害は、単位面積当たりの直接被害、間接

被害の相対的な大きさに及ぼす範囲が河川単位で異なることから、浸水に対する適応策を河川ご

とにきめ細かく検討する必要性が示唆された。一方、アジア・太平洋の高潮氾濫浸水予測では、

これまで考慮されていなかった防護施設を沿岸影響予測に取り込むことを目的とした。使用する

熱帯低気圧・人口データなどを最新のものに更新することによって、2100年までのアジア・太平

洋地域を含む世界の氾濫リスクをより現実的に把握することを試みた。その結果、影響人口を比

較してみると、 B1シナリオにおいて影響人口が最も少なく、A2シナリオの場合に影響人口が最も

大きいこと、また、その差は2050年で約2/3であり、2100年では約1/2になり、沿岸影響の大きさ
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